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自治体臨時・非常勤職員の現状と法整備の課題
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１．自治体臨時・非常勤職員の現状
（１）臨時・非常勤職員は約60万人
○自治体の一般行政部門の臨時・非常勤職員の数は、2008年の自治労調査では約60万人と推計。2008年総務省調査でも約50万人と報告されている。
○全自治体の職員に占める臨時・非常勤職員の割合は、約３割。自治体によっては全職員の５割に及んでいる。
○主な職種等で見た臨時・非常勤職員の割合は、相談員93％、学童指導員90％、図書館職員63％、公民館職員64％、学校給食調理員等57％、保育士51％、学校用務員41％、病院事務職員33％、清掃職員20％、看護師19％。
（２）臨時・非常勤職員の増加の理由
○1980年代から続いてきた福祉、医療、社会教育、男女共同参画や各種相談窓口などの行政需要の拡大、多様化に対して、定数条例や自治体の財政上の理由により、正規職員だけでなく臨時・非常勤職員で必要な職員を補ってきたこと。
○とくに、1990年代後半から2000年代の地方財政難下での国、自治体の行革方針にもとづく正規職員の縮減、臨時・非常勤職員の採用拡大は顕著であった。これは、鳩山元総務大臣、原口元総務大臣、片山前総務大臣も国会答弁で認めているところ。
（３）臨時・非常勤職員は恒常的な業務に就き、地方行政の重要な担い手
○臨時・非常勤職員は正規職員に置き代わる形で増加してきた経過からも、その多くは恒常的、常設的な業務に就き、地方行政の重要な担い手となっている。
・例えば保育所では、非正規職員の保育士もクラス担任を持ち年間行事の作成や保護者懇談など行っている例も多い。
・図書館では、臨時・非常勤職員の司書も企画・運営の業務にあたっている。
・各種相談員の臨時・非常勤職員も、一定の資格、専門性を有して住民サービスの職務にあたっている。
（４）臨時・非常勤職員の賃金実態は、年収200万円未満
○2008年自治労調査では、時給型は800円台が多く、週30時間程度で年収130万円。月給型は約15万円が中心で、年収は180万円。８割の臨時・非常勤職員の年収は200万円未満。
○収入の使途が「生活費の主たるもの」の臨時・非常勤職員は、2006年自治労調査では全体の半数となっている。
○地方自治法は、非常勤職員に諸手当を支給すること認めていない。このため、多くの自治体では臨時・非常勤職員に夏・冬の一時金（期末手当）、退職金（退職手当）を支給していない。
○なお、国家公務員の非常勤職員の場合は、給与法22条が手当を含めて支給を認めている。民間のパート労働者の場合は、夏・冬の一時金や退職金の支給を規制する法律がないのは論を待たない。
（５）臨時・非常勤職員は不安定雇用
○臨時・非常勤職員は、通常１年以内の任期で任用されているが、その多くは恒常的、常設的な業務に就いていることから、繰り返し任用されている実態も多い。また、任用と任用の間に空白期間をおいて実質的に繰り返し任用されている例もある。
○しかし、任期が通常１年以内で任用されていることから、日々の仕事を雇用不安を抱えたまま遂行している。また、繰り返し任用を続けることによる賃金改善や退職金支払いの懸念から、３年や５年で雇い止め（集団解雇）を行う自治体も増加傾向にある。臨時・非常勤職員が就いていた業務は継続し、本人は継続任用を希望しているにもかかわらず、一方的に雇い止め（解雇）が行われる。
○臨時・非常勤職員は地方公務員であることから「任用制度」のもとにある。このため、民間労働者のように「労働契約」の概念は適用されず、臨時・非常勤職員の雇用を守る法制度が存在しない。
　
２．臨時・非常勤職員の均等待遇、雇用安定のための法整備
自治体臨時・非常勤職員の低位な待遇、不安定雇用いわゆる「官製ワーキングプア」を構造的に作り出していることは、労働者の保護、自治体サービスの維持、経済・社会的な影響の観点からも放置しておけない問題。
法の谷間にあると言われる臨時・非常勤職員の待遇改善、安定雇用のための抜本対策が求められるところであるが、当面の改善措置として次のことを要請したい。
（１）臨時・非常勤職員の待遇の「均等・均衡」措置について
○まず、臨時・非常勤職員の賃金は、職務の内容と責任、そして職務経験などの要素を考慮して、正規職員と待遇の「均等・均衡」措置をはかる必要があることを確認しておきたい。
○民主党の2010マニュフェストにも、待遇の「均等・均衡」が唄われている。
○民間労働者については、均衡待遇を求めるパートタイム労働法が適用される。
○国家公務員の非常勤職員については、給与法22条で給与の権衡（均衡）措置が明記され、同条にもとづく2008年人事院指針で具体的指針が示されている。
○これらのことを踏まえ、自治体臨時・非常勤職員の均等・均衡措置の当面の課題として次のことが求められる。
ア　非常勤職員への手当支給を規制している地方自治法を改正すること
・均等・均衡待遇の原則からすれば、自治体臨時・非常勤職員に一時金（期末手当）や退職金（退職手当）などの諸手当等の支給を認めない地方自治法（203条の２、204条）を速やかに改正する必要がある。
・民間のパート労働者や国家公務員の非常勤職員には、一時金、退職金の支給を法律で規制していない。前述のようにむしろ、パートタイム労働法第９条や給与法22条によって諸手当等も含めて賃金の均衡を考慮した支給を求めている
・諸手当等を支給できる臨時・非常勤職員の範囲については、例えば週勤務時間が20時間以上の職員とするなど出来るだけ広くその範囲をとる必要がある。
（因みに、諸手当支給を受ける育児短時間勤務職員の最低週勤務時間は、週20時間である。民主党の社会保険適用のパート労働者等の範囲を勤務時間では週20時間以上である。また、茨木市の臨時職員一時金支給事件の最高裁判決（2010年９月10日）以降、臨時・非常勤職員の週勤務時間を４分の３程度未満（例、週勤務時間38h45m×3/4≒29h＞26h）に変更し、諸手当支給を回避しようとする自治体の例があることにも留意しておく必要がある）
・なお、総務省は「臨時・非常勤職員が本格的な業務に従事する場合には、手当の支給が可能な任期付短時間勤務職員制度を活用することが可能である」と述べているが、同制度は３年又は５年と任用期間が明確に区切られていること、再度任用の手続きが臨時・非常勤職員の再度任用の手続きよりも厳格なものが求められることなどから、恒常的、常設的な業務にはその活用は進んでいない。
イ　パートタイム労働法の趣旨を自治体にも適用すること
・自治体臨時・非常勤職員の均等・均衡待遇にむけた積極的是正のためには、均衡待遇を求めるパートタイム労働法の自治体への適用か、又はその趣旨を地方公務員制度に反映させる法的措置が必要。
・現行の地方公務員制度には、正規職員と臨時・非常勤職員との間の均等・均衡措置を求める規定はない。
・こうした中で総務省は、パートタイム労働法の趣旨を踏まえて各自治体が対応することの必要性を認め、総務省として各自治体に助言等をしていく旨を述べ始めている。これも踏まえ、パートタイム労働法の趣旨の自治体への適用について法的措置の早期検討に入っていただきたい。
　＜総務省公務員部長の回答＞（2011年12月8日、公務員連絡会地公部会との交渉）
臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行っていきたいと考えている。
＜総務大臣の回答＞（2012年3月28日、公務員連絡会との春闘交渉）
パート労働法については、公務員は適用が除外されているが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分に念頭に置くことも必要である。・・・総務省としても、各地方公共団体に対して必要な助言等を行ってまいりたい。
・また、法的措置がとられまでの行政運用措置として、公務員部長及び総務大臣の回答を踏まえ、パートタイム労働法第８条（差別的取り扱いの禁止）、第９条（均衡考慮の賃金決定方法）、その他の各条項の趣旨にそった行政通達を各自治体に通知するよう、民主党WTからも総務大臣に要請していただきたい。
（２）臨時・非常勤職員の雇用安定について
【パートタイム労働法第12条（通常の労働者への転換措置）の自治体への適用】
○恒常的、常設的な業務に就く臨時・非常勤職員を正規職員に任用転換する道を作るために、パートタイム労働法第12条（通常の労働者への転換措置）を自治体に適用するか、その趣旨を地方公務員制度に反映するよう法的措置をとることが必要。
○臨時・非常勤職員の正規職員への任用転換を推進する又はそれを認めるものは、現行の地方公務員制度にはない。臨時・非常勤職員の待遇改善、雇用安定のために「経験者採用枠」などを設定し、当該自治体で勤務していた臨時・非常勤職員を選考試験等により正規職員として任用している自治体が一部で見られるが、これは一般的な例とはなっていない。
○パートタイム労働法第12条は、事業主に義務づけ措置を課しているが、これの自治体への適用については、任用制度との関係で難しいとの指摘もある。その場合には、同法12条を「努力義務」とすることも検討されて良い。
○また、法的措置がとられるまでの行政運用措置として、公務員部長及び総務大臣の回答を踏まえ、パートタイム労働法第12条（通常の労働者への転換）の趣旨にそった行政通達を各自治体に通知するよう、民主党WTからも総務大臣に要請していただきたい。
【任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設】
○なお、2003年の総務省研究会報告書でも検討課題とされていた「任期の定めのない短時間勤務職員制度」の創設についても、その検討が行われる必要がある。
以上
